
平成２４年度 第１回 桜井市地域公共交通活性化再生協議会 次第 

 

日時：平成２４年５月３１日（木） 午後１時３０分から 

場所：桜井市役所 本庁２階 大会議室 

 

 

１．開 会 

 

 

２．挨 拶 会長職務代理者 西田 澄夫 

 

 

３．議 事 

１）平成２３年度事業報告及び収支決算報告について 

   ・資料１：平成２３年度事業報告について 

   ・資料２：平成２３年度収支決算報告について 

 

２）平成２３年度桜井市コミュニティバス及び桜井市デマンド型乗合タクシーの運行

結果について 

・資料３：桜井市コミュニティバス輸送実績 

・資料４：桜井市デマンド型乗合タクシー輸送実績 

 

３）生活交通ネットワーク計画について 

   ・資料５：地域公共交通確保維持改善事業について 

・資料６：桜井市生活交通ネットワーク計画（案）について 

 

 

 



資料１ 

平成２３年度事業報告について 

 
・ 桜井市コミュニティバス運行事業及び桜井市デマンド型乗合タクシー運行

事業の実施 

 
 桜井市コミュニティバス多武峯線及び桜井市デマンド型乗合タクシーの

実証運行事業のほか、コミュニティバス２路線（桜井初瀬線・朝倉台線）の

運行事業を行った。 

 
・ 桜井市コミュニティバス普及啓発事業の実施 

 
市の広報わかざくらを使い、バスの利用啓発を行った。また、桜井市コミュ

ニティバスの時刻表を作成し、市内公的施設や大型スーパーなどに設置し、

コミュニティバスの普及啓発を図った。 

 

・ 桜井市地域公共交通活性化再生協議会の開催 

 

第１回 平成２３年８月２５日 

・ 平成２２年度事業報告及び収支決算報告について 
・ 平成２２年度桜井市コミュニティバス及び桜井市デマンド型乗合タクシー

の運行結果について 
・ 桜井市デマンド型乗合タクシーの運行計画の変更について 
・ 地域公共交通確保維持改善事業について 

 

第２回 平成２４年１月２５日 

・ 平成２３年度実証運行結果及び事後評価について 
・ 平成２４年度桜井市コミュニティバス及び予約型乗合タクシーの運行計画

について 
・ 生活交通ネットワーク計画の策定について 





平成２３年度桜井市コミュニティバス輸送実績 

 
○ 桜井初瀬線 

１日平均一般利用者数 前年度１日平均一般利用者数

４８．４人 ４６．１人 

 

１便平均一般利用者数 前年度１便平均一般利用者数

２．９人 ２．８人 

 

運賃収入 前年度運賃収入 

７，４３５，１１２円 ７，２０８，９４５円 

（うち、一般利用者収入） 
４，３５２，１９２円 

（うち、一般利用者収入） 
４，０１７，４０５円 

 
○ 朝倉台線 

１日平均利用者数 前年度１日平均利用者数

５４．９人 ６１．２人 

 

１便平均利用者数 前年度１便平均利用者数 １便平均利用者数（目標）

９．２人 １０．２人 １２人 

 

運賃収入 前年度運賃収入 

２，９９６，６２３円 ３，３５０，５９０円 

○ 多武峯線 

１日平均一般利用者数 前年度１日平均利用者数 

１６７．４人 ２１２．４人 

 

１便平均一般利用者数 前年度１便平均利用者数 １便平均一般利用者数（目標）

９．３人 １１．８人 １７．０人 

 

運賃収入 前年度運賃収入 

１６，４３６，３３１円 ２０，１５３，３６２円 

（うち、一般利用者収入） 
１４，５３１，２２１円 

（うち、一般利用者収入） 
１８，６３３，１２２円 

 

資料３ 



2,341 人 351 人 9:00 1099 人

1,100 人 157 人 10:00 142 人

920 人 144 人 12:00 184 人

321 人 50 人 14:00 606 人

16:00 310 人

118 日 9:00 9.3 人

455 便 10:00 2.4 人

15 便 12:00 2.8 人

14:00 5.1 人

5.1 人 16:00 3.3 人

3.0 人 9:00

10:00

12:00

14:00

16:00 98.9%

96.8%

平成２３年度桜井市デマンド型乗合タクシー利用実績

うち、１歳以上小学
生以下もしくは障害
者手帳をお持ちの
方及びその介護者

100.0%

85.7%

94.3%

100.0%

便毎の予約率

１台あたりの平均乗車人数

１便あたりの平均乗車人数

予約率

便毎の平均乗車人員予約の無い便

予約便

運行日数

便毎の総乗車人員

（月曜日）

（木曜日）

(金曜日)

利用者合計人数

資料４



『地域公共交通確保維持改善事業』

 
～生活交通サバイバル戦略～（新規）

２３年度

 
３０５億円

生活交通の存続が危機に瀕している地域等における地域最適な移動手段の提供と、駅のバリアフリー化等移動に当たっての様々な障害を解消

『『地域公共交通確保維持改善事業地域公共交通確保維持改善事業』』

 
～生活交通サバイバル戦略～（新規）～生活交通サバイバル戦略～（新規）

２３年度２３年度

 
３０５億円３０５億円

生活交通の存続が危機に瀕している地域等における地域最適な移動手段の提供と、駅のバリアフリー化等移動に当たっての様々な障害を解消生活交通の存続が危機に瀕している地域等における地域最適な移動手段の提供と、駅のバリアフリー化等移動に当たっての様々な障害を解消

地域公共交通バリア解消促進等事業 地域公共交通調査事業

・地域の公共交通の確保・
維持・改善に資する調査
の支援等

地域公共交通確保維持事業

・

 

存続が危機に瀕している生活交通のネットワークについて、地域のニーズを踏まえた最適な交通手段の確保維持のた
め、地域の多様な関係者による議論を経た地域の交通に関する計画に基づき実施される取組みを、一体的かつ継続
的に支援

・

 

支援にあたっては、運行（航）欠損額の事後的な補填方式から効率化された標準的な事業費等を前提とした事前算定
方式に変更する等により、より効果的・効率的な支援を実施

・地域特性や実情に応じた地域最適な地域間生活交通
ネットワークと、同ネットワークに密接な地域内の生活
交通等を一体的に、その運行を支援

≪広域的・幹線的バスの補助要件緩和≫

・島民の生活に必要不可欠な離島航路・航空路の運航を
支援

・離島航路の構造改善促進に資する公設民営化のための
船舶建造等を支援

≪個別のモードごとの支援から公共交通のバリアフリー化等を一体的に支援する制度へ改善≫

・ノンステップバス、福祉
タクシーの導入を支援

・旅客船、鉄道駅、旅客
ターミナルのバリアフ
リー化等を支援

・地域鉄道の安全性向
上に資する設備の整
備等を支援

・バリアフリー化された
まちづくりの一環とし
て、ＬＲＴ、ＢＲＴ、ＩＣカ
ードの導入等を支援

陸 上 交 通 離 島 交 通

バリアフリー化 利用環境の改善 地域鉄道の
安全性の向上

≪幹線交通と密接な一定の地域内バス・
デマンド交通の運行について支援対象
を拡充≫

≪離島航空路：支援に制約のある
特別会計から一般会計へ移行≫

≪離島航路：事前算定方式等への変更とともに、全体の
補助充足率や移動環境改善への取組支援を充実≫

≪事前算定方式等への変更≫

1
１

資
料

５



生活交通改善事業計画生活交通改善事業計画

地域の計画について～協議会と地域の公共交通に係る計画の関係等について～

地域間幹線系統
確保維持計画

（３年計画）

地域間幹線系統
確保維持計画

（３年計画）

地域内フィーダー系統
確保維持計画

（３年計画）

地域内フィーダー系統
確保維持計画

（３年計画）

陸上交通 離島航路（航空路） バリア解消促進等事業

離島航路確保維持計画

（３年計画）

離島航路確保維持計画

（３年計画）

事業単位協議会
（駅、空港等）

市町村主催協議会

都道府県主催協議会

or

or

生活交通ネットワーク計画生活交通ネットワーク計画

※各計画は分野毎に作成することも可
※陸上交通に係る計画のうち地域間幹線系統確保維持計画と地域内フィーダー系統確保維持計画を別に作成する
ことも可（この場合、両協議会において計画の情報の共有を行うこと。）

※上記中の都道府県・市町村協議会については、事業内容に応じた主催主体の組合わせ等が可能

○地域協議会の考え方
【メンバー】

 

地方公共団体（都道府県・市町村）、関係交通事業者、国（地方運輸局等又は地方航空局）

 

等
（陸上交通及び離島航路の地域公共交通確保維持事業に係る生活交通ネットワーク計画は、関係する
都道府県及び市町村がともに参加）

※地域・分野毎の分科会の設置や複数市町村による合同協議会の設置も可能とする。

※既存の類似協議会（地域公共交通活性化・再生法の法定協議会等）の活用も可能とする。
※住民や利用者の意見を反映させる観点から、住民や利用者の代表を協議会の構成員に加える、アンケートやヒアリ
ングを実施する、公聴会やパブリックコメントを実施する等のいずれかの手順を経て計画を策定することとする。

○地域協議会の考え方
【メンバー】

 

地方公共団体（都道府県・市町村）、関係交通事業者、国（地方運輸局等又は地方航空局）

 

等
（陸上交通及び離島航路の地域公共交通確保維持事業に係る生活交通ネットワーク計画は、関係する
都道府県及び市町村がともに参加）

※地域・分野毎の分科会の設置や複数市町村による合同協議会の設置も可能とする。

※既存の類似協議会（地域公共交通活性化・再生法の法定協議会等）の活用も可能とする。
※住民や利用者の意見を反映させる観点から、住民や利用者の代表を協議会の構成員に加える、アンケートやヒアリ
ングを実施する、公聴会やパブリックコメントを実施する等のいずれかの手順を経て計画を策定することとする。

２

協議会or都道府県等

協議会or市町村等

協議会or都道府県等



生活交通ネットワーク計画等の記載事項

地域間幹線系統

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効

 
果

○運行系統の概要・運送予

 
定者

○事業に要する費用の総

 
額・負担者・負担額

○その他（別表４の基準ハ・

 
二関係）

地域内フィーダー系統

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効

 
果

○運行系統の概要・運送予

 
定者

○事業に要する費用の総

 
額・負担者・負担額

車両減価償却費等補助を受けようとする場合は、上記に
○車両の取得の目的・必要性
○車両の取得の定量的な目標・効果
○車両取得計画の概要・取得事業者
○車両取得の費用の総額・負担者・負担額
に係る事項を加える。

地域公共交通確保維持事業（陸上交通）

運営費補助

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効

 
果

○航路の概要・運航予定者
○事業に要する費用の総額、

 
負担者

○事業の改善等に関する事

 
項

構造改革補助

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効

 
果

○運航を確保・維持するため

 
の改善策等

○事業に要する費用の総額、

 
負担者・負担額

地域公共交通確保維持事業（離島航路）

バリアフリー化設備

 
等整備事業

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効

 
果

○事業の内容・事業実施者
○事業に要する費用の総

 
額・負担者・負担額

○計画期間

利用環境改善促進等

 
事業

地域公共交通バリア解消促進等事業

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効

 
果

○事業の内容・事業実施者
○事業に要する費用の総

 
額・負担者・負担額

○計画期間
○その他（別表１９関係）

鉄道軌道安全輸送設備等整備事業

○事業の目的・必要性
○事業の定量的な目標・効果
○事業の内容・事業実施者
○事業に要する費用の総額・負担者・負担額
○計画期間

※上記各事業の計画記載事項は、それぞれ、地域間幹線系

 
統確保維持計画、地域内フィーダー系統確保維持計画、

 
離島航路確保維持計画、生活交通改善事業計画の場合も

 
同じ。

※利用環境改善促進等事業については、ＬＲＴ整備計画に記

 
載されていない事項を追記書類としてつけることで、鉄道

 
軌道安全輸送設備等整備事業については、鉄道事業再構

 
築実施計画に記載されていない事項を追記書類としてつけ

 
ることで生活交通ネットワーク計画に代替可。 ３



地域内フィーダー系統確保維持事業の流れ
協議会or市町村等 国（運輸局等）事業者

地域内フィーダー系統

 確保維持計画の策定

 

地域内フィーダー系統

 確保維持計画の策定
認定申請書の提出

通 知

提出 申請書を審査申請書を審査

補助金の交付補助金の交付
支 払 い

通 知

〆切：前年の６／３０

様式１－６
（変更：１－７）

①計画の大臣認定
②系統・補助額の内定

①計画の大臣認定
②系統・補助額の内定

様式１－８

様式１－９

提出

様式１－１２

申請書を審査申請書を審査

大臣からの交付決定
額の確定

大臣からの交付決定
額の確定

交通不便地域の地域

 
指定申請書の提出

交通不便地域の
運輸局長指定

交通不便地域の
運輸局長指定

申請書を審査申請書を審査

通 知

計画策定以前に
随時申請

通 知

過疎地域等に
該当しない場合

４

交付申請書交付申請書

補助金支払請求書補助金支払請求書

〆切：１１／３０



陸上交通の確保維持事業陸上交通の確保維持事業陸上交通の確保維持事業

○地域内フィーダー系統

地域間幹線バス系統等と密接な地域内の
フィーダー路線のうち、過疎地域等の移動の

 
確保に資するなど一定の要件を満たし、赤

 
字が見込まれる系統であって、生活交通ネッ

 
トワーク計画（※１）

 

に位置付けられたものにつ

 
いて、国が事前算定による予測収支差の１

 
／２を補助

○地域間幹線系統

地域間幹線バス系統のうち、一定の要件を満
たし、赤字が見込まれる系統であって、生活交
通ネットワーク計画（※１）

 

に位置付けられたもの
について、国が事前算定による予測収支差の
1/2を補助

（※１）

 

生活交通ネットワーク計画 ：地域の協議会の議論を経て策定される補助対象ネットワーク交通等に関する計画
（※２）

 

事前内定方式 ：

 

国は事業開始前に事業内容の妥当性（標準的な経費等）を確認して補助額をあらかじめ内定

地域特性や実情に応じた地域最適な生活交通ネットワークを確保・維持するため、地域間生活交通

 のネットワークと当該ネットワークのフィーダーとして高齢者等の生活を支える地域内の一定の生活交

 通等の運行について一体的に支援する。

・生活交通ネットワーク計画に記載（都道府県単位）
・従前の地バス補助の要件緩和
（距離要件（１０ｋｍ要件）の廃止、複数市町村の判

 
定時点を平成13年3月31日に緩和）

 
・事前内定方式

 

（※２）

 

への変更

・生活交通ネットワーク計画に記載（都道府県単位）
・従前の地バス補助の要件緩和
（距離要件（１０ｋｍ要件）の廃止、複数市町村の判

 
定時点を平成13年3月31日に緩和）

・事前内定方式（※２）

 

への変更

・地域内生活交通への補助総額は、地域間生活交通
への補助総額の５０％以内

・各市町村ごとの補助額は、上記総額の範囲内で、

 
市町村ごとの状況に応じて設定される想定上限額

 
の範囲内で実費を補助

 

・地域内生活交通への補助総額は、地域間生活交通
への補助総額の５０％以内

・各市町村ごとの補助額は、上記総額の範囲内で、

 
市町村ごとの状況に応じて設定される想定上限額

 
の範囲内で実費を補助

・補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統な

 
ど過疎地域をはじめとする交通不便地域の移動確

 
保を目的とするもの

 
・生活交通ネットワーク計画に記載（市町村単位）
・バス停共有等により幹線交通と接続しているもの
・新たに運行を開始、又は新規に地方公共団体が支
援を開始する系統

・補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統な

 
ど過疎地域をはじめとする交通不便地域の移動確

 
保を目的とするもの

・生活交通ネットワーク計画に記載（市町村単位）
・バス停共有等により幹線交通と接続しているもの
・新たに運行を開始、又は新規に地方公共団体が支
援を開始する系統

補助の上限

主な補助要件(*補助要件については、適宜適切に見直しを行う。）

主な補助要件(*補助要件については、適宜適切に見直しを行う。）

５

※補助対象事業者：一般乗合旅客自動車運送事業者

※補助対象事業者：一般乗合旅客自動車運送事業者
自家用有償旅客運送者



補助対象とする地域内フィーダー系統の要件補助対象とする地域内フィーダー系統の要件

１．路線定期運行、路線不定期運行若しくは区域運行又は市町村運営有償運送（交通空白輸送に限る）若しくは過疎地有償運送（乗合旅客の運送に
限る。）であること。（補助対象事業者は一般乗合旅客自動車運送事業者及び自家用有償旅客運送者。）

２．以下の（１）、（２）のいずれかの要件を満たす系統であること。
（１）補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統（注１）であること。（政令市、中核市及び特別区（以下、「政令市等」という。）が専らその運行を支

援するもの及びその運行区域のすべてが政令市等の区域内であるものを除く。

 

）
（２）交通不便地域における地域間交通ネットワーク（注２）のフィーダー系統であること。（①または②であること。）
①過疎地域等（※）における地域間交通ネットワークのフィーダー系統であること。

※過疎地域等：過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎地域（過疎地域とみなされる市町村、過疎地域とみなされる区域を含む。）、離島振興法に基づく離島振興対策実施地
域、半島振興法に基づく半島振興対策実施地域、山村振興法に基づく振興山村、奄美群島振興開発特別措置法に基づく奄美群島、小笠原諸島振興開発特別措置法に基づく
小笠原諸島及び沖縄振興特別措置法に基づく沖縄県の区域

②半径１ｋｍ以内にバスの停留所、鉄軌道駅、海港及び空港が存しない集落、市街地その他の交通不便地域として地方運輸局長等が指定
する地域の住民等の移動確保のための地域間交通ネットワークのフィーダー系統であること

（注１）フィーダー系統とは、バスの停留所、鉄軌道駅、海港及び空港において、地域間交通ネットワークと接続（注３）する系統をいう。
（注２）地域間交通ネットワークとは、地域間バス系統、鉄軌道路線、航路及び航空路をいう。
（注３）接続とは、バス停留所相互又はバス停留所と鉄軌道駅、海港又は空港との近接・共有、乗り継ぎに適したダイヤの設定、乗り継ぎ割引の設定など、乗り継ぎ円滑化のための

いずれかの措置が講じられていることをいう。

３．運行内容について、効率的・効果的運行のための「コミュニティバスの導入に関するガイドライン」なども踏まえ、地域における既存の交通ネット
ワーク及び生活交通ネットワーク計画の地域間幹線系統に係る部分の記載との調整・整合が図られていること。

４．新たに運行を開始する系統、又は新規に地方公共団体が支援を開始する系統、平成２３年度以降に地域内フィーダー系統に係る国庫補助を受け

 
たことがある系統。

 
５．経常赤字が見込まれること。（既存系統であって、過去２か年度連続して経常黒字となった運行系統は除く。）。
６．補助対象期間の末日（９月３０日）において引き続き運行される予定の系統であること。（再編等を行う場合は３０日前までにネットワーク計画の変

更及び認定が必要）
７．生活交通ネットワーク計画に確保又は維持が必要な運行系統として記載されていること。
８．生活交通ネットワーク計画の策定にあたっては、住民や利用者、利害関係者の意見を反映させる観点から、当事者の協議会への参加、アンケート、

ヒアリング、公聴会又はパブリックコメント等のいずれかの手順を経ること。
９．運送予定者が企画競争その他これに準ずる競争性のある方法により選定されていること。

１．路線定期運行、路線不定期運行若しくは区域運行又は市町村運営有償運送（交通空白輸送に限る）若しくは過疎地有償運送（乗合旅客の運送に
限る。）であること。（補助対象事業者は一般乗合旅客自動車運送事業者及び自家用有償旅客運送者。）

２．以下の（１）、（２）のいずれかの要件を満たす系統であること。
（１）補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統（注１）であること。（政令市、中核市及び特別区（以下、「政令市等」という。）が専らその運行を支

援するもの及びその運行区域のすべてが政令市等の区域内であるものを除く。

 

）
（２）交通不便地域における地域間交通ネットワーク（注２）のフィーダー系統であること。（①または②であること。）
①過疎地域等（※）における地域間交通ネットワークのフィーダー系統であること。

※過疎地域等：過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎地域（過疎地域とみなされる市町村、過疎地域とみなされる区域を含む。）、離島振興法に基づく離島振興対策実施地
域、半島振興法に基づく半島振興対策実施地域、山村振興法に基づく振興山村、奄美群島振興開発特別措置法に基づく奄美群島、小笠原諸島振興開発特別措置法に基づく
小笠原諸島及び沖縄振興特別措置法に基づく沖縄県の区域

②半径１ｋｍ以内にバスの停留所、鉄軌道駅、海港及び空港が存しない集落、市街地その他の交通不便地域として地方運輸局長等が指定
する地域の住民等の移動確保のための地域間交通ネットワークのフィーダー系統であること

（注１）フィーダー系統とは、バスの停留所、鉄軌道駅、海港及び空港において、地域間交通ネットワークと接続（注３）する系統をいう。
（注２）地域間交通ネットワークとは、地域間バス系統、鉄軌道路線、航路及び航空路をいう。
（注３）接続とは、バス停留所相互又はバス停留所と鉄軌道駅、海港又は空港との近接・共有、乗り継ぎに適したダイヤの設定、乗り継ぎ割引の設定など、乗り継ぎ円滑化のための

いずれかの措置が講じられていることをいう。

３．運行内容について、効率的・効果的運行のための「コミュニティバスの導入に関するガイドライン」なども踏まえ、地域における既存の交通ネット
ワーク及び生活交通ネットワーク計画の地域間幹線系統に係る部分の記載との調整・整合が図られていること。

４．新たに運行を開始する系統、又は新規に地方公共団体が支援を開始する系統、平成２３年度以降に地域内フィーダー系統に係る国庫補助を受け

 
たことがある系統。

５．経常赤字が見込まれること。（既存系統であって、過去２か年度連続して経常黒字となった運行系統は除く。）。
６．補助対象期間の末日（９月３０日）において引き続き運行される予定の系統であること。（再編等を行う場合は３０日前までにネットワーク計画の変

更及び認定が必要）
７．生活交通ネットワーク計画に確保又は維持が必要な運行系統として記載されていること。
８．生活交通ネットワーク計画の策定にあたっては、住民や利用者、利害関係者の意見を反映させる観点から、当事者の協議会への参加、アンケート、

ヒアリング、公聴会又はパブリックコメント等のいずれかの手順を経ること。
９．運送予定者が企画競争その他これに準ずる競争性のある方法により選定されていること。

具体的な要件

○主な要件
・「補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統」または「交通不便地域における地域間交通ネットワークのフィーダー系統」
：補助対象地域間バス系統を補完するものであること、または、過疎地域など交通不便地域の移動確保を目的とするもので
あること

・幹線アクセス性：

 

補助対象地域間幹線バス系統等へのアクセス機能を有するものであること
・サービス充実性：

 

新たに運行、または、公的支援を受けるものであること
・公共性：

 

公的な支援がなければ確保維持が困難なものであること
・地域の合意：

 

地域の協議会による議論を経た計画に基づき実施されるものであること
・効率的・効果的なサービスの確保：

 

品質・価格・企画等を踏まえて運送予定者が選定されること

６



補助対象とする地域内フィーダー系統の要件（イメージ）補助対象とする地域内フィーダー系統の要件（イメージ）

フィーダー系統のイメージ

各補助対象市町村毎の国庫補助金の交付額は、各補助対象市町村の地域内フィーダー系統に係る補助対象経費

 
合計額の１／２と、各補助対象市町村毎に算定される国庫補助上限想定額の、いずれか少ない方の額以内の額とす

 
る。

 

各補助対象市町村毎の国庫補助金の交付額は、各補助対象市町村の地域内フィーダー系統に係る補助対象経費

 
合計額の１／２と、各補助対象市町村毎に算定される国庫補助上限想定額の、いずれか少ない方の額以内の額とす

 
る。

市町村ごとの国庫補助額

市町村の地域内フィーダー系統に係る補助対象経費は、実績値や標準値等を用いて事前に算定される補助対象経

 
常費用の見込額と経常収益の見込額との差（ただし、補助対象経常費用の９／２０を限度とする。）に相当する額とする。

 
なお、計画内容に記載されたサービスが提供されなかった場合及び天変地異、燃料価格の暴騰等運送者の責によら

 
ない事象により事前に算定される収支差と実績の収支差に大幅な乖離が生じた場合には、合理性が認められる範囲

 
内で補正を行うものとする。

 

市町村の地域内フィーダー系統に係る補助対象経費は、実績値や標準値等を用いて事前に算定される補助対象経

 
常費用の見込額と経常収益の見込額との差（ただし、補助対象経常費用の９／２０を限度とする。）に相当する額とする。
なお、計画内容に記載されたサービスが提供されなかった場合及び天変地異、燃料価格の暴騰等運送者の責によら

 
ない事象により事前に算定される収支差と実績の収支差に大幅な乖離が生じた場合には、合理性が認められる範囲

 
内で補正を行うものとする。

補助対象経費

７

（１）補助対象地域間幹線バス系統のフィーダー系統

＊地域間交通ネットワークの要件
・黒字路線、鉄軌道（JR、大手民鉄等）も含まれる。

・地域間幹線バスは、幹線性（複数市町村間、運行頻度）が必要。

接続

（２）交通不便地域における地域間交通ネットワークのフィーダー系統

フィーダー系統（路線運行）
（補助対象）

①過疎地域等
②交通不便地域として地方運輸局長が指

 
定する地域

地域間交通ネットワーク

地域間交通ネットワーク 接続

※幹線とフィーダーの接続するポイントは、補助対象となる地域内に含まれていなくてもよい。

フィーダー系（路線運行）
（補助対象）接続

補助対象地域間幹線バス

フィーダー系統（区域運行）
（補助対象）

フィーダー系統（専ら政令市等が運行の支援を

 
行うもの及びその運行区域のすべてが政令市

 
等の区域内であるものは除く。）

（補助対象）

接続

補助対象地域間幹線バス
［政令市等が関わる場合］ 政令市・中核市・特別区

政令市等以外の市町村

フィーダー系統（区域運行）
（補助対象）

①過疎地域等
②交通不便地域として地方運輸局長が指定

 
する地域



• 新制度は平成２３年度４月１日施行。
• 事業年度（補助対象期間）は、陸上交通及び離島航路に係る確保維持事業については、１０月～９月

 （ただし、新制度への移行期である平成２３年度においては、地域内生活交通への支援等新たな補助

 事業については４月～９月）、それ以外は４月～３月。

 
（＊）平成２２年度までに地方運輸局長等の認定を受けた地域公共交通活性化・再生総合事業計画（「総合事業計画」）に係る事業

 
（「計画事業」）であって、既に事業に着手しているものについては、平成２３年度に限り、従前の補助メニューにしたがって支援を実施。

 

• 新制度は平成２３年度４月１日施行。
• 事業年度（補助対象期間）は、陸上交通及び離島航路に係る確保維持事業については、１０月～９月

 （ただし、新制度への移行期である平成２３年度においては、地域内生活交通への支援等新たな補助

 事業については４月～９月）、それ以外は４月～３月。
（＊）平成２２年度までに地方運輸局長等の認定を受けた地域公共交通活性化・再生総合事業計画（「総合事業計画」）に係る事業

 
（「計画事業」）であって、既に事業に着手しているものについては、平成２３年度に限り、従前の補助メニューにしたがって支援を実施。

地域公共交通確保維持改善事業のスケジュールについて

平成２４年度

１０月 １０月

平成２３年度予算

平成２２年度

１０月

○ 確保維持事業
陸上交通
離島航路

○ 確保維持事業
陸上交通
離島航路

○ 確保維持事業
離島航空路

○ バリア解消促進

 
等事業

 
○ 調査事業

○ 確保維持事業
離島航空路

○ バリア解消促進

 
等事業
○ 調査事業

４月 ４月 ４月 ４月

平成２４年度予算

○ 活性化・再生総

 
合事業（＊）

 
（経過措置）

○ 活性化・再生総

 
合事業（＊）

（経過措置）

８

平成２３年度
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平成２４年度 
 

桜井市生活交通ネットワーク計画 
 

桜井市地域公共交通活性化再生協議会 
会長職務代理者 西田 澄夫 

 
１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

(1) 目的 

桜井市地域公共交通総合連携計画に基づき、公共交通空白地域の解消や買い物・通

院、通学などの生活交通の確保を目的とし、桜井南部を運行対象とする「桜井市コミ

ニティバス多武峯線」、並びに桜井東部の上之郷地域における「デマンド型乗合タク

シー」を運行し、地域住民の利用促進を積極的に図り、運行事業計画の改善をしなが

ら、地域公共交通確保維持改善事業に取り組む。 

 

(2) 必要性 

本市の地域公共交通システムを確保するためには、基幹路線＝鉄道・路線バスと地

域内路線（フィーダー機能を含む）＝路線バス・デマンド型乗合タクシーなどの運行

が必要である。 

コミニティバス多武峯線は、公共交通空白地域である桜井南部の多武峯地域におけ

る生活交通の確保及び登校のための交通手段として運行している。また、談山神社な

どの観光施設も沿線に存在しているため、観光振興の観点からも利用されている。 

デマンド型乗合タクシーは、同じく公共交通空白地である桜井東部の上之郷地域に

おける生活交通の確保のために、鉄道駅や総合病院のある桜井市中心市街地を結び、

高齢者等の通院などの手段として利用されている。 

 
２．地域公共交通確保維持事業に係る定量的な目標・効果 

(1) 事業の目標 

年 度 目 標 

平成２４年度 月当たりの利用者数を前年度比で増加させる。 

平成２５年度 月当たりの利用者数を前年度比で増加させる。 

平成２６年度 月当たりの利用者数を前年度比で増加させる。 

 
(2) 事業の効果 

コミニティバス多武峯線、デマンド型乗合タクシーの運行を維持確保することによ

り、沿線地域の交通弱者（高齢者等）の日常生活に必要不可欠な移動手段が確保され
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る。また、地域住民の利用について継続的に検証し、地域のニーズ等を加味しながら、

運行事業計画の見直しについて協議会で検討協議を重ね、地域に合った交通システム

が構築される。 

  また、多武峯線については観光振興による地域活性化を見込むことができる。 

 

３．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概
要及び運行予定者（表１） 

（地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表１」（５頁）を添付） 

①路線図 

（別添 「桜井市コミニティバス」路線図（６頁）参照） 

 

②予定している時刻表・運行期間 

（別添 「桜井市コミニティバス」時刻表（７、８頁）参照） 

 

③運送事業者の決定方法 

コミュニティバス多武峯線運行事業者選定については、道路運送法第４条の規定に

基づく一般旅客自動車運送事業の認可を受けている乗合バス事業者として、県内に奈

良交通、三重交通、熊野交通の３社が存在する。但し、三重交通、熊野交通は桜井市

を事業区域としておらず、当市で運行するためには事業区域の許可を得る必要がある

ため市内での運行は困難であり、市内又は近隣市町村に事業所又は営業所を有する事

業者の中から選定することで円滑な運行を行うことができると考える。この条件を充

たすのは、これまで桜井市内において路線バスを運行するとともに、宇陀市に営業所

を有する事業者である奈良交通株式会社のみとなる。 

また、デマンド型乗合タクシー運行事業者選定については、道路運送法第４条の規

定に基づく一般乗合タクシー自動車運送事業の認可を受けたものうち、市内の道路状

況等に精通するとともに、予約受付システムが整備された事業者の中から選定する必

要がある。 

このことから、条件を満たすのは、市内に営業所を有しているタクシー事業者に絞

られることから、奈良県タクシー協会桜井部会と協議した結果、上記条件を満たすの

は日の丸交通株式会社のみとなる。 

このことから、両路線運行事業者として、地方自治法施行令第１６７条の２第１項

第２号の規定に基づき、随意契約とし、コミニティバス多武峯線は奈良交通株式会社、

デマンド型乗合タクシーについては日の丸交通株式会社を運行委託事業者とした。 

 

④地域内フィーダー系統の補足資料（既存交通や地域間交通との関係や整合性、新規

性等） 

多武峯線は地域内路線と位置付け、基幹路線である既存の公共交通機関の路線バス
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＝地域間基幹バス系統（奈良交通バス 天理桜井線・桜井菟田野線・桜井飛鳥線）や

電車（ＪＲ西日本 桜井線・近畿日本鉄道 大阪線）に接続した。 

また、デマンド型乗合タクシーについても多武峯線と同じく基幹路線である既存の

公共交通機関の路線バス＝地域間基幹バス系統（奈良交通バス 天理桜井線・桜井菟

田野線・桜井飛鳥線）や電車（ＪＲ西日本 桜井線・近畿日本鉄道 大阪線）に接続

した。 

具体的には、地域の最寄鉄道駅である「長谷寺駅」、桜井市中心市街地にある鉄道

駅「桜井駅」とバス停留所「桜井駅北口」、地域の総合病院済生会中和病院と最寄バ

ス停留所「仁王堂」との接続であり、地域住民の意見を聞きながらルートや時刻表等

について協議し、生活路線となるよう調整した。 

また、両路線とも平成２２年度に地域公共交通活性化・再生総合事業として平成２

２～２３年度の２年間、実証運行を実施している。 

 

⑤運行事業者を選定した経緯 

（上記「③運送事業者の決定方法」と同じ） 

 
４．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担

額（表２） 
(地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表２」(９～１２頁)を添付） 

５．別表４の補助事業の基準ニに基づき、協議会が平日１日当たりの運行
回数が３回以上で足りると認めた系統の概要（表３） 
（地域フィーダー系統確保維持計画のため、記載なし） 

 

６．別表４の補助事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市
町村に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧（表４） 
（該当しないため、記載なし） 

 

７．地域公共交通確保維持事業を行う地域の概要（表５） 
（地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表５」(１３頁)を添付） 

 

８．車両の取得に係る目的・必要性 
（車両の取得を行わないため、記載なし） 

 

９．車両の取得に係る定量的な目標・効果 
（車両の取得を行わないため、記載なし） 

 

１０．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者、要する費用の
総額、負担者及びその負担額（表６及び表７） 
（車両の取得を行わないため、記載なし） 
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１１．協議会の開催状況と主な議論 

平成２４年５月３１日（平成２４年度第１回）桜井市地域公共交通活性化再生会議 

・事業内容について協議 

平成２４年６月  日（平成２４年度第２回）桜井市地域公共交通活性化再生会議 

・計画全体について合意 

 

１２．利用者等の意見の反映状況 

桜井市地域公共交通活性化再生会議（法定協議会）の構成員に、住民又は利用者の代

表として「桜井市自治連合会長」、「(社)桜井市社会福祉協議会長」、「桜井市老人

クラブ会長」の代表者から意見を反映して本計画を作成した。 

 

１３．協議会メンバーの構成 

市長またはその指名する者 副市長 

一般乗合自動車運送事業者、そ

の他一般旅客自動車運送者及び

その組織する団体 

奈良交通(株)、(社)奈良県バス協会、奈良

県タクシー協会、(社)奈良県タクシー協会

桜井部会 

住民又は利用者の代表 
桜井市自治連合会長、(社)桜井市社会福祉

協議会長、桜井市老人クラブ会長 

近畿運輸局長（奈良運輸支局長）

又はその指名する者 
近畿運輸局奈良運輸支局長 

一般旅客自動車運送事業者の事

業用自動車の運転者が組織する

団体 

奈良県交通運輸産業労働組合協議会 

奈良県の関係行政機関の職員 
奈良県土木部道路交通・環境課長、奈良県

桜井土木事務所長、奈良県桜井警察署長 

その他、市長は必要と認めて任

命する者 
桜井市市長公室長 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所） 奈良県桜井市粟殿４３２番地の１ 

（所 属） 桜井市市長公室企画課 

（氏 名） 尾田 敏浩 

（電 話） ０７４４－４２－９１１１（代） 

（e-mail）kikaku@city.sakurai.nara.jp 

 



表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者

基準ロで該
当する要件

接続する補助対象
地域間幹線系統
等と接続確保策

基準ニで該
当する要件

奈良交通㈱ 多武峯線
地域内
フィーダー 1,065.5 ① ①

日の丸交通㈱
デマンド型乗合タク
シー

地域内
フィーダー 642 ① ①

奈良県

（桜井市）

1,707

（注）

１．「地域内フィーダー系統の基準適合」は地域内フィーダー系統を記載する場合のみ記載する。

３．本表に記載する運行予定系統を示した地図を添付すること。

２．「接続する補助対象地域間幹線系統等と接続確保策」には、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのよう
に接続を確保するかについて記載する。

地域内フィーダー系統の基準適合
（別表６「補助対象の基準」）

運行系統名

合　　　　　計

都道府県
（市区町

村）
運行予定者名

確保維持事業
に要する国庫補
助額（千円）

地域間幹
線／地域
内フィー
ダーの別

桜井南駅停留所に
て奈良交通㈱が運
行する天理桜井線
及び桜井菟田野線
と接続（近接）









表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域内フィーダー系統（乗合バス型運行）用）

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

２．キロ当たり補助対象経常費用及び収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

(平均) (平均)

(平均)

(平均)

(平均)

(平均)

1 11,580,112 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

11,580,112 円 円 円

9

28,236.6100%

回
　．　Ｋｍ

3486 回

(平均)

6,686千円 1,065.5千円合計 9,448,249円 2,131,863

円　　　銭 円

円　　　銭 円

2,131,863 2,131 千円 1,065.5 千円

千円 千円

千円 千円

2,131,863 2,131 千円334円　　61銭 9,448,249 円 2,131,863

円　　　銭 円 千円 千円

補助ブ
ロック名

申請
番号

1065.5千円

ヨのうち補助ブ
ロック外乗入部
分及び同一補助
ブロック市区町

村外乗入部分以
外に係るもの

補助対象経費 補助対象経費の1/2

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した
額

ツ ツ×1/2＝ネ

南近畿
ブロック

ヨ×ル＝ソ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象
系統のキロ

当たり
経常収益

(前々年度の実績額)

補助対象
系統の経常

収益の
見込額

ヘ×ヲ以下の額：ワ ト
ト×ヲ以上
の額：カ

ワ－カ＝ヨ ナ ラ

(平均)

国庫補助
上限額

国庫補助金
内定申請額

（ネ又はナのうちいずれか
少ないほうの額）

．ｋｍ
復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ
合計 系統

往　．　Ｋｍ (平均) 往　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ (平均)

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ

(平均) 往　．　Ｋｍ

．ｋｍ
復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ (平均)

日

日 回

往　．　Ｋｍ
回

往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

　．　Ｋｍ
．ｋｍ

(平均)

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ

．ｋｍ
復　．　Ｋｍ

南近畿ブ
ロック 往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ往　．　Ｋｍ

復　．　Ｋｍ

往8．1Ｋｍ

復8．1Ｋｍ 8．1Ｋｍ南近
畿ブ
ロック

183 日

日

桜井駅
南口

多武峯
談山
神社

1

補助ブ
ロック名

申請
番号

運行
系統名

起点

運行系統

主な
経由地

終点

計画実車走行キ
ロ

(平均)

系統キロ程

チ

復0．　Ｋｍ

往　0．Ｋｍ
．ｋｍ

同一補助ブロック
市区町村外乗入
部分のキロ程

補助ブロック外乗り入れ部分
及び同一補助ブロック市区町
村外乗り入れ部分以外のキ

ロ程の比率

410円     11銭

（チ－（リ＋ヌ））÷チ＝ル ヲ

△ 968 経常損益

458円　　44銭

円　　　　銭

キロ当たり経常収益
イ÷ハ

△ 645,403

リ

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
20,101,658.5

経常収支率

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

南近畿ブロック 490円　　 55銭 410円     11銭

補助ブロック名
補助対象事業者の実車走行キロ

当たり経常費用
ロ÷ハ＝ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

事業者名 奈良交通株式会社 平成24年度

補助対象期間の
前々年度の
損益状況

乗 合 バ ス 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 9,117,249 千円 営業外収益 98,265

93.45

経常収益（イ） 9,215,514

営業費用 9,761,684 千円 営業外費用 99,233 経常費用（ロ） 9,860,917

営業損益 △ 644,435 千円 営業外損益

ヌ

計画運行日
数

計画運行
回数

0．　Ｋｍ

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

往0．　Ｋｍ

往　0．Ｋｍ

(平均)

0．　Ｋｍ



1 4,403,215 円

円

円

円

4,403,215 円 3,337,715 円 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

10

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及 び
これに関連する必要な事項を記載した書類

 7.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 8.「系統キロ程」、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」及び「市区町村外乗入部分のキロ程」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程が異なる系統については、平均値も記載するこ
と。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

 9.「同一補助ブロック市区町村外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における市区町村外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる市区町村外乗入部分は（リ）に記載するこ
と。

10.「補助ブロック外乗入部分及び市区町村外乗入部分以外のキロ程の比率（ル）」については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

14.「国庫補助上限額」の欄は、市区町村等が当該市区町村等に係る国庫補助上限額のうち、各事業者ごとに配分した額を記載すること。

15.「補助対象期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 1.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表１（附則第12条の適用を受ける事業者にあっては別表２）の名称を記載すること。

 2.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における
補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

 3.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を損益状況欄に記載すること。

 4.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス（自家用有償運送）事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151
号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 5.申請番号は、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局長が通知した数値によること。

11.「計画実車走行キロ」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

12.「補助対象経費」の欄は、（ソ）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

13.「補助対象経費の１／２」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

(1) 記載要領

合計

南近畿
ブロック

補助ブ
ロック名

申請
番号

経常費用から
経常収益を控除

した額

損失額から国庫補
助額を控除した額

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の者」
の具体的概

要負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合ニ×ヲ－カ＝ム ム－ラ＝ウ 負担額 負担割合



表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域内フィーダー系統（デマンド型運行）用）

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

台 時間 ％

２．時間当たり補助対象経常費用及び収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

2

桜井市
デマンド型
乗合タク
シー

上之郷
地域

上之郷
地域

済生会
中和病院 78 日 260 回 時間 1040 時間

日 回 時間 0 時間

日 回 時間 0 時間

日 回 時間 0 時間

系統 時間 1040 時間

2 1,730,924 円 円 円

0 円 円 円

0 円 円 円

0 円 円 円

1,730,924 円 円 円 642 千円642 千円 6,686千円

0 円 0

合計 446,566 円 1,284,358 1,284,358 1,284 千円

0

0 円 0

南近畿

446,566 円 1,284,358 1,284,358

0 円 0

補助対象経費の1/2
国庫補助
上限額

国庫補助金
内定申請額

（ナ又はラのうち
いずれか少ない

ほうの額）

ネ ネ×1/2＝ナ ラ ム

1,284 千円 642.0 千円

ト×ワ以下の額：カ チ×ワ以上の額：ヨ カ－ヨ＝タ タ×ヲ＝ツ

時間 0

補助ブ
ロック名

申請
番号

補助対象
経常費用
の見込額

経常収益の
見込額

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した
額

タのうち補助ブ
ロック外乗入部
分及び同一補助
ブロック市区町

村外乗入部分以
外に係るもの

補助対象経費

合計 4 時間 0

時間 時間

時間時間

100%

時間 時間

時間 0

南近畿

4 時間 0

発地
営業
区域

着地

リ ル

計画運行
回数

１回当たりサービス提
供時間

リのうち補助ブロック外
乗入部分に係るサービス

提供時間

リのうち同一補助
ブロック

市区町村外乗入
部分に係るサービ

ス提供時間

補助ブロック外乗り入
れ部分及び同一補助
ブロック市区町村外乗
り入れ部分以外のサー
ビス提供時間の比率

計画サービス提供時
間

（リ－（ヌ＋ル））÷リ＝ヲ ワ

円　　　　銭

補助ブ
ロック名

申請
番号

運行
系統名

運行系統

計画運行
日数

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

時間当たり経常収益
イ÷ハ÷ニ＝チ

南近畿ブロック 1,664円35銭 1972円.58銭 1,664円.35銭 429円.39銭

補助ブロック名
補助対象事業者の

時間当たり経常費用
ロ÷ハ÷ニ＝ホ

地域時間当たり
標準経常費用

ヘ

時間当たり経常費用
ホとヘのいずれか少ない額

ト

経常収益（イ）

▲ 1,067

補助対象期間の
前々年度の
保有車両数

（ハ）

4

補助対象期間の
前々年度の

１台当たりサービス
提供時間（ニ）

216.0

経常収支率 25.80%

営業損益 ▲ 1,067

経常費用（ロ） 1,438

営業外損益 0 経常損益

24年度

補助対象期間の
前々年度の
損益状況

乗 合 バ ス 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 371 千円 営業外収益 0 371

営業費用

11

事業者名 日の丸交通株式会社

1,438 千円 営業外費用 0

千円

ヌ



1 1,284,358 円

2 0 円

3 0 円

4 0 円

1,284,358 円 1,283,716 円 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

14.「国庫補助上限額」の欄は、市区町村等が当該市区町村等に係る国庫補助上限額のうち、各事業者ごとに配分した額を記載すること。

15.「補助対象期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）
及びこれに関連する必要な事項を記載した書類

 6.地域時間当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局長が通知した数値によること。

 7.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 8.「１回当たりサービス提供時間」、「補助ブロック外乗入部分に係るサービス提供時間」及び「市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出すること。
また、合計の欄については、各申請系統のサービス提供時間の合計を記載すること。

 9.「同一補助ブロック市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間」の欄は、同一補助ブロック内における市区町村外乗入部分に係るサービス提供時間を記載することとし、補助ブロックが異なる市区
町村外乗入部分は（ヌ）に記載すること。

10.「補助ブロック外乗入部分及び市区町村外乗入部分以外のサービス提供時間の比率（ヲ）」については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

11.「計画サービス提供時間」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

12.「補助対象経費」の欄は、（ツ）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

13.「補助対象経費の１／２」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

 5.申請番号は、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

0

合計

(1) 記載要領

 1.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表１（附則第12条の適用を受ける事業者にあっては別表２）の名称を記載すること。

 4.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス（自家用有償運送）事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅
第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 2.乗合バス事業の収益、サービス提供時間については、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期
間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

 3.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を損益状況欄に記載すること。

南近畿

負担額 負担割合 負担額 負担割合

ノの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担

「その他の者」の
具体的概要

負担額 負担割合 負担額 負担割合

補助ブ
ロック名

申請
番号

経常費用から
経常収益を控除

した額

損失額から国庫補助
額を控除した額

ホ×ワ－ヨ＝ウ ウ－ム＝ノ

12



表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域の内訳

（１）記載要領

１．
２．

３．

４．

（２）添付書類
１． 人口集中地区以外の地区及び交通不便地域の区分が分かる地図

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が（４　３．）に掲げる法律（根拠法）に基づき
地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名等を記載すること。

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。
「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。
「交通不便地域」の欄は、過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎地域（過疎地域
とみなされる市町村、過疎とみなされる区域を含む。）、離島振興法に基づく離島振興
対策実施地域、半島振興法に基づく半島振興対策実施地域、山村振興法に基づく振
興山村に該当する地域の人口を記載すること。

交通不便地域

人　口 対象地区 根拠法

人口集中地区以外 37,280

市町村名 桜井市

人　口

13
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